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合流式下水道と分流式下水道について

下水の排除方式には、合流式と分流式の2つの方式がある

汚水と雨水を同一の管渠で排除する合流式下水道は、早くから下水道事業に取り組んできた
大都市を中心に全国191の都市で採用

合流式：汚水と雨水を同じ下水道管で流す方法 分流式：汚水と雨水を別々の下水道管で流す方法

雨天時に汚水まじりの
下水が放流され、河川等
の水質汚濁や悪臭が発生
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弱い雨の日には、地面や道路等の汚れは雨と一緒に
下水道管に集め、下水処理場で処理

１本の下水道管を整備すればよいため、早期かつ安
価に整備が可能

強い雨の日は、市街地を浸水から守るため、汚水混
じりの下水が河川等に放流される。

２本の下水道管を整備するため、合流式と比較して、
整備に時間を要するとともに事業費が高い

雨天時の合流式下水道の吐口からの放流（東京都HPより引用）



横浜市レンガ製下水管きょ
（明治14年）

合流式下水道による下水道整備の背景

背景 下水道の役割 下水道法令

（明治10年代）
・コレラの流行
・浸水被害の多発

（昭和20年代）
・都市化の進展
・水需要の拡大

（昭和30年代）
・河川、海等の
水質の悪化

土地の清潔の保持

都市の健全な発達
公衆衛生の向上

河川、海等の水質
保全

明治３３年３月
旧下水道法制定
・土地の清潔の保持を規定

昭和３３年３月
新下水道法制定
・都市の健全な発達、
公衆衛生の向上を規定

昭和４５年１２月
下水道法改正
・公共用水域の水質保全

を規定

・合流式下水道で整備
・下水の速やかな排除が基本

・新たな整備地区は、分流
式下水道で整備

・処理場設置を義務化

多摩川：調布取水堰付近
（昭和30～40年代）

北九州市洞海湾
（昭和30年代）

関連法令

昭和４２年８月
公害対策基本法制定
・環境基準の設定

昭和４５年１２月
水質汚濁防止法制定

・排水基準の設定
・下水処理場が特定

事業所へ位置づけ

下水道排除方式

→ 合流式下水道を前提とした
浸水防除・環境整備の重点化
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合流式下水道による水環境への貢献

合流式下水道の採用は、経済的かつ効率的に下水道の普及が図られ、早期に整備が進められたことにより、
都市の生活環境の改善や公共用水域の水質改善に大きく貢献

東京の主要河川では、中流部より下流部では河川水量の5割以上（隅田川では7割以上）を下水処理水が占
めており、合流式下水道による普及率の向上は、水環境改善に大きな役割を果たしてきた
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昭和３６年：隅田川水質汚濁ため、隅田川花火大会、早慶レガッタ中止

昭和５３年：１７年ぶりに隅田川花火大会、早慶レガッタが復活多摩川を遡上するアユ（調布取水堰付近） 3
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1. 合流式下水道緊急改善事業、
下水道法施行令について



合流式下水道緊急改善事業の経緯

雨水吐からの放流状況
出典：東京都の下水道2012,東京都下水道局

東京湾に漂着したオイルボール

合流式下水道による下水道整備は、経済的かつ効率的に普及が図られ，早期に整備が進められたことに
よって、生活環境の改善や公共用水域の水質改善に大きく貢献

しかし、水環境保全対策については晴天時に重点が置かれてきたこともあり、雨天時における合流式下水
道からの汚水まじりの下水の放流状況や公共用水域への影響等の実態把握及び改善対策の取り組みについ
ては、不十分な状況

一方、一定の水質改善が進んだ結果、水辺などへの人々の回帰がみられており、このような中で平成12年9
月にお台場海浜公園への白色固形物（オイルボール）の漂着等の社会問題が発生するなど、合流式下水道
の問題点が顕在化と改善対策の早急な推進について社会的に強い要請

合流式下水道の未処理下水の放流を起因とした、水質汚濁や悪臭、公衆衛生の改善のため、国土交通省で
は、「合流式下水道改善対策検討委員会」を設置し、平成14年2月に合流式下水道の改善対策がとりまとめ
られた
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「合流式下水道改善対策検討委員会報告」平成14年3月（抜粋）

〇 長期的な改善対策の在り方（参考）

未処理放流等を極力抑制するとともに、簡易水処理施設の処理レベルの向上等による雨天時汚濁負荷の削
減を主たる目標とすべき

EX)・合流式下水道の処理区域が比較的小さい都市や、既存水路等による雨水対策が比較的容易な都市、面的
な都市開発が今後実施される地区を有する都市等にあっては、合流式下水道の分流化を検討すべき

・施設能力の増強と併せて、各戸での貯留・浸透施設の設置、透水性舗装等を相当レベルまで進めること
により、市街地への降雨が極力合流式下水道へ流入しないような対策を徹底することが重要

家庭排水、事業場排水の他にも、市街地等からのノンポイント汚濁も流入することから、合流改善はノン
ポイントの汚濁負荷対策としての役割

EX)・閉鎖性水域等において、水質環境基準を達成するためノンポイントの汚濁負荷対策等が重要であり、雨
水の質的管理の一環として合流改善が果たす役割も大きい。こうした流域においては、流域別下水道整
備総合計画に基づき、合流改善をはじめとしたノンポイント汚濁負荷対策の実施に努めるべき

〇 当面の改善対策の在り方

長期的な目標を踏まえつつ、当面は緊急性や効率性の高い対策を優先的に実施することが重要
各都市における合流改善の残事業量及びその整備費用を考慮しつつ、概ね10年以内で以下に掲げる改善目
標を設定し、達成することとする

①汚濁負荷量の削減：当該合流式下水道を分流式下水道と置き換えた場合において排出する汚濁負荷量と同程度
以下となることを目標として設定する

②公衆衛生上の安全確保：全ての吐口において未処理下水の放流回数を少なくとも半減させることを目標とする

③きょう雑物の削減：原則として全ての吐口において、きょう雑物の流出を防止することができるよう適切に配
慮された構造とするべき
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合流式下水道緊急改善事業
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合流式下水道を採用している地方公共団体において、合流式下水道の改善対策を緊急的かつ集
中的に実施し、公共用水域の水質保全等に資することを目的とする

内 容改善目標

原則として、合流式下水道を分流式下水道と置き換えた場合において
排出する汚濁負荷量と同程度以下となることを目標とする

目標１：汚濁負荷量の削減
【分流式下水道並み】

原則として、合流式下水道の全ての雨水吐において未処理下水の放流
回数を少なくとも半減させることを目標とする

目標２：公衆衛生上の安全確保
【放流回数半減】

原則として、合流式下水道の全ての雨水吐において、きょう雑物の流
出を極力防止することを目標とする

目標３：きょう雑物の削減
【流出防止】

事業主体が改善目標の達成状況の確認等を行い、重点的、効果的かつ効率的に事業を実施する
とともに、その公表により事業の成果を地域住民に対してより分かり易く示すことを目的とし
て実施する

評価は事業主体がこれまでに実施してきた合流式下水道の改善対策に係る事業について行うこ
ととする。また、計画の中間年度終了時に中間評価を行うとともに、計画期間終了後に事後評
価を行うこととする

改善目標

評価の実施



下水道法施行令（平成15年9月改正）

公共下水道等の構造の技術上の基準-雨水吐の構造の技術上の基準（第5条の4） 【雨水吐の構造】

・雨水の影響が大きくない時は下水を放流しないように、及び雨水の影響が大きい時は第6条第2項の技術上
の基準に適合させるため放流する下水の量を減じることができるように適切な高さの堰を設置するなど

・きょう雑物の流出を最小限度とするためのスクリーンの設置等

放流水の水質の技術上の基準（第6条第2項）

【合流式下水道における雨水の影響が大きい時の水質基準（以下「雨天時放流水質基準という」）】

〇基準の適用単位
・合流式の公共下水道
・合流式の流域下水道及びそれに接続している全ての
合流式の流域関連公共下水道

放流水の水質検査（第12条）

・各吐口（放流水の水質が類似のものであると認められる2以上の吐口については、それらの吐口のうちいず
れか1つの吐口に限る。）からの放流水について、毎年少なくとも1回水質検査を実施

〇対策期限：原則10年（H25組）、①②の場合は20年（R5組）
①合流式の公共下水道（流域関連公共下水道を除く。）の処理区域の面積が1,500ha以上
②合流式の流域下水道に接続している合流式の流域関連公共下水道の処理区域の面積の合計が5,000ha以上

・令第6条第2項の国土交通省令・環境省令で定める雨天時放流水質基準を適用する降雨は、対象とする処理
区内における総降雨量が 10mm 以上 30mm 以下の範囲の降雨とする

※水質検査の対象となる降雨回数の確保、かつ、雨水の影響が大きい時の放流水の年平均水質にほぼ等しい降雨

基準を適用する降雨（下水の水質の検定方法等に関する省令第3条の3）
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〇経過措置
・対策期限内は、放流水の平均水質
はBOD70mg/L以下を規定

各吐口からの放流水に含まれる
BODで表示した汚濁負荷量の総量

各吐口からの放流水の総量

※これらの総量の測定・推計の
方法について[省令]で規定

雨水吐の吐口からの
放流水の水質

処理施設に係る吐口
からの放流水の水質

各吐口からの放流
水の平均水質

４０mg/L 〇分流並みが達成されていればこれを超える
ことがない数値として規定



合流式下水道緊急改善事業と下水道法施行令との関係
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下水道法施行令合流式下水道緊急改善事業

（第６条）
各吐口からの放流水のBOD平均水質40mg／L以下

※改善目標１【分流式下水道並み】を達成すること
で、改善目標２【放流回数半減】も可能としたもの

改善目標１：汚濁負荷量の削減
【分流式下水道並み】

改善目標２：公衆衛生上の安全確保
【放流回数半減】

（第５条の４）
・適切な高さの堰を設置する等
・スクリーンの設置等

改善目標３：きょう雑物の削減
【流出防止】

（第１２条）
各吐口（放流水の水質が類似のものであると認められる２以上
の吐口については、それらの吐口のうちいずれか１つの吐口に限

る。）からの放流水について、毎年少なくとも１回
水質検査（モニタリング）を実施

評価の実施
事業の進捗状況

改善目標の達成状況及び改善期限までの目
標達成の見通し

対象事業の整備効果の発現状況等



合流式下水道緊急改善事業の具体的な対策内容
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合流式下水道の改善イメージ

出典：東京都の下水道2021,東京都下水道局

中分類大分類改善目標

・分流化
・部分分流化
・雨水分離
・浸透施設の整備

雨水を合流管
渠に
「入れない」

１汚濁負荷
量の削減

２放流回数
の削減

・遮集容量の増強

・簡易処理の高度化

・雨天時活性汚泥法

雨天時下水を
処理場等に
「送る」

・雨水滞水池
・雨水貯留管の整備

雨天時下水を
「貯める」

・水面制御装置等の
設置

・スクリーンの設置
・スクリーン目幅の
縮小

きょう雑物の
削減

３きょう雑
物対策
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効 果内 容

・ 未処理下水の放流がなくなる（分流化）
・ 雨水ますからの臭気対策にも効果がある

・分流化は、排除方式を雨水管と汚水管に分離
するもの

・部分分流化は、一部の区域内の下水を雨水管
と汚水管に分離し、雨水を直接放流するなど、
下流の合流系統と切り離す

分流化
部分分流化

・降雨時における下水流入量を削減
・汚濁負荷量、未処理下水の放流量・放流回

数を削減

・上流の雨水系統の一部を切り離すことで、降
雨時における下水流入量を削減する

雨水分離

・ 未処理下水の放流量および放流回数の削減
・ 降雨時における遮集量（処理水量）の削減
・ 上記に伴う放流汚濁負荷量の削減

・浸透ますや浸透トレンチは、雨水を表面流出
水として排除する代わりに、地下浸透させる

浸透施設

分流化(左)と雨水分離(右)のイメージ
出典：効率的な合流式下水道緊急改善計画策定の手引き,国土交通省,H20.3

浸透施設のイメージ
出典：下水道雨水浸透施設技術マニュアル

下水道新技術推進機構

対策内容：雨水を合流管渠に「入れない」
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効 果内 容

・処理場における処理水量を増やすため汚濁負荷量の
削減効果は大きい

・雨水吐からの未処理下水の放流量や放流回数の
削減が可能

・堰の嵩上げや遮集管渠の整備により遮集容量
（雨天時汚水量）を増強し、処理場における処
理水量を増加

遮集容量の増強

・簡易処理水質が向上するため汚濁負荷量の削減効果
は大きい

・晴天時には標準活性汚泥法で運転
・雨天時下水（２～３Ｑ）を、最終沈殿池の固形
物負荷を高める事なく活性汚泥処理するもの

雨天時活性汚泥法

・汚濁負荷量の削減効果は大きい
・簡易処理の除去率が向上し、汚濁負荷量の削減が可

能

・「高速ろ過」：浮遊性有機物やSSをろ材に捕捉
させ、速いろ過速度で除去

・「凝集分離」：汚濁物質を含んだ凝集フロック
を速やかに沈殿処理

簡易処理の高度化
(処理場)

雨天時活性汚泥法の設置イメージ 高速ろ過システム

出典：SPIRIT21合流式下水道の改善技術に
関する技術開発総覧,H17.5

対策内容：雨天時下水を処理場等に「送る」
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効 果内 容

・貯留された雨天時下水は、降雨終了後、処
理施設に送水して処理を行うことで、高い
除去効果を得ることが可能

・処理場の簡易放流水の削減や地先における未
処理放流水を削減するため、降雨初期の特に
汚れた下水を貯留

雨水滞水池
雨水貯留管

雨水滞水池のイメージ
出典：川崎市HP

雨水貯留管のイメージ

雨水滞水池下水処理場

吐口

出典：川崎市HP

雨水貯留管内部

対策内容：雨天時下水を「貯める」
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2. 合流式下水道緊急改善事業の取組状況



ｂ部

ａ部

合流式下水道の実施都市

ａ部拡大図

ｂ部拡大図

合流式下水道の実施都市は、全国で206団体（191都
市・15流域下水道）あり、このうち、平成25年組が
184※団体（170都市+14流域下水道）、令和5年組は22
団体（21都市+1流域下水道）が対象

平成25年組都市

平成25年組流域下水道

令和5年組都市

令和5年組流域下水道

凡例

合計令和5年組平成25年組

1,719-全体の公共下水道都市数

191
（11％）

21170
合流式を採用する
公共下水道都市数

120-全体の流域下水道数

15
（13％）

114
合流式を採用する
流域下水道数

（令和４年度末時点）

15
※184団体のうち8団体については、H14年時点で改善目標を達成済み
であったことから、合流式下水道緊急改善事業の対象外。
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合流式下水道に係る整備面積・区域内人口

備考増減R4年度末（出典：国交省調書）H11年度末※１

・下水道処理人口普及率
60％(H11)→81.0％(R4)+9.7％1,773 ※21,616全体整備面積（千ha）

・分流化3.5千ha（-1.5％）

・R5年組が合流式下水道整備
面積の65％を占める

+0.4％

228

227合流式の整備面積（千ha） R5年組H25年組

14880

-1.1％12.9%14.0%
合流式の占める

面積割合

備考増減R4年度末（出典：国交省調書）H11年度末※１

-0.8％12,50712,607総人口（万人）

・下水道処理人口普及率
60％(H11)→81.0％(R4)+34.2%10,1287,548

全体整備区域内人口
（万人）（出典：国交省調書）

・R5年組が合流式の整備
区域内人口の74％を占
める

+3.3％

2,583

約2,500
合流式の整備区域内人口
（万人）（出典：国交省調書）

R5年組H25年組

1,921662

-4.5％25.5％約30％
合流式の占める

全体整備区域人口割合

【合流式下水道の整備面積】

【合流式下水道の整備区域内人口】

※１合流式下水道の改善対策に関する調査報告書（H14年3月） ※２下水道統計（R2年度末）
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令和4年度末の合流式下水道改善率※は93.0％となっており、令和5年度末にはすべての団体で対策を完了
する見込み

※合流式下水道により整備されている区域の面積に占める下水道法施行令第6条第2項に基づき実施すべき「汚濁負荷量の削
減」の対策施設の整備が完了している処理区の合流区域面積の割合。

H25年組（平成26年度から雨天時放流水質基準適用）では、東日本大震災の影響で事業が遅れている1都市
を除き169都市/170都市及び14流域下水道がその対応を完了

R5年組（令和6年度から雨天時放流水質基準適用）では、8都市/21都市及び1流域下水道が対策を完了して
おり、その他都市は、令和5年度末に完了予定

198団体（183都市・15流域下水道）が合流式下水道緊急改善事業を活用して対策を実施し、事業完了後に
177団体（163都市・14流域下水道）が事後評価を実施済み

取組状況（令和４年度末時点）

【合流式下水道改善率の推移】

【事後評価の実施状況】

※出典：国交省調書
９３．０％

R5年組H25年組

2175※（1）実施済み

201（2）実施見込み

22176計

合流式
下水道
改善率

団体名
合流式
下水道
改善率

団体名

79.9%大阪市100.0%札幌市

100.0%八尾市95.0%仙台市

100.0%大東市100.0%船橋市

100.0%柏原市85.0%東京都区部

100.0%藤井寺市98.0%横浜市

97.4%東大阪市73.4%川崎市

100.0%尼崎市35.3%藤沢市

100.0%広島市69.4%新潟市

92.9%北九州市98.6%名古屋市

99.3%福岡市69.0%豊橋市

100.0%大阪府（川俣処理区）90.1%京都市

【R5年組の対策施設の整備状況（令和4年度末時点）】

※4流域下水道（9流域関連下水道）の

中間評価実施数を含む。

（上記流域下水道は、R5年完了予定の

1流域下水道と合わせて、事後評価を

実施予定。）※令和5年度末にはすべての団体で対策完了(改善率100％) 見込み



主な合流改善対策の実施状況①
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【分流化面積】

R4
H25H14

R5年組H25年組合計

1,7751,7873,5622,4750
分流化面積
（ha）

※出典：国交省調書より集計

約３,５００haを分流化

（全国の合流区域の約1.5％に相当）

【遮集管の整備延長】

R4
H25H14

R5年組H25年組合計

34,78331,13865,92157,3824,662
遮集管延長

（m）

※出典：国交省調書より集計

整備された遮集管延長は約６６km

※緊急改善事業により整備された延長
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【貯留施設容量】
※出典：下水道統計より集計

R2
H25H14

R5年組H25年組合計

1,217
（52）

418
（57）

1,635
（109）

1,515
（89）

917
（44）

雨水滞水池
千m3

（施設数）

375
（16）

180
（60）

555
（76）

297
（38）

66
（3）

貯留管
千m3

（施設数）

693
（23）

152
（17）

845
（40）

762
（33）

359
（17）

併用利用
千m3

（施設数）

2,284
（91）

751
（134）

3,035
（225）

2,574
（160）

1,342
（64）

合計

貯留容量は２倍以上に拡大※併用利用：浸水対策と合流改善対策の併用施設
（施設数は３倍以上）併用利用施設の貯留能力は、貯留施設全体の容量を示す

主な合流改善対策の実施状況②

【簡易処理の高度化施設数】

R4
H25H14

R5年組H25年組合計

3060
90

（82）
780

施設数
（処理区数）

約３割の処理区で導入※雨天時活性汚泥法（３Ｗ等）を含む

※出典：国交省調書より集計

※緊急改善事業により高度化された簡易処理施設数
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雨天時放流水質基準の達成状況

改善対策を概ね完了したH25年組においては、モニタリングの結果、平成26年度以降、雨天時放流水質基
準（BOD平均水質40mg/L）を概ね達成（全処理区数：193処理区）

令和５年度を完了期限とするR5年組においては、(BOD平均水質40mg/L)達成率は年々向上

※雨天時放流水質基準の達成率は、水質検査の不成立（年間で約２割の処理区で生じている）を除いた場合の値

BOD40mg/L以下_R5年度組BOD40mg/L以下_H25年度組 合流式下水道改善率_H25年度組・R5年度組

H25年組
・R5年組
BOD平均水質
40mg/L以下

R5年組 BOD平均水質70mg/L以下（暫定基準）

H25年組 BOD平均水質40mg/L以下

H25年組・R5年組 BOD平均水質70mg/L以下（暫定基準）



改善目標③：
きょう雑物の削減

改善目標②：
公衆安全上の安全確保

改善目標①：
汚濁負荷量の削減

R5年組H25年組R5年組H25年組改善目標R5年組H25年組改善目標

16184
流出防止

9183
放流回数の
半減※２

9183
分流並み※１

達成済み

60131131達成見込み

2218422184ー22184計

73％100％41%99%ー41%99%
進捗率

（達成済み/全都市数）

改善目標の達成状況（令和４年度末時点）
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【改善目標の達成状況（都市数）】

各都市が定める改善目標①・②
・H25年組の達成状況は、東日本大震災の影響で事業が遅れている1都市を除き、概ね完了（99％）【183/（170都市

+14流域下水道）】
・R5年組の達成状況は、41%【9/（21都市+1流域下水道）】であり、対策を完了していない都市は、令和5年度に完了

する見込み

各都市が定める改善目標③
・H25年組の達成状況は、全都市完了済（100%）【170都市+14流域下水道】
・R5年組の達成状況は、68%【15/（21都市+1流域下水道）】であり、対策を完了していない都市は、令和5年度に完

了する見込み
上記の通り、令和５年度末には、３つの改善目標を全て達成する見込み

※1:緊急合流改善計画の当面の目標は、原則「分流並」の目標設定を推奨しているが、対策規模が大きい・独自の分流並みでの改善目標の
計画を持つ都市等においては、施行令の雨天時放流水質基準を目標に設定。

※2:当面の目標②は、目標①の「分流並」の目標を達成した場合に、未処理下水の放流回数も半減するものと想定した指標。
雨水吐数が多い都市等では、目標①を達成した場合においても、目標②の達成に至らない場合もある。



※出典：国交省調書より集計

（参考）合流式下水道緊急改善事業による汚濁負荷量の削減量
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【合流式下水道から排出される汚濁負荷量(t-BOD/年)】

※出典：国交省調書より集計

事後評価の結果等※を基に推計した結果、雨天時に合流式下水道から排出される年間BOD汚濁負荷量は、合
流式下水道緊急改善事業により、全国で約３２,０００ｔ削減され、事業実施前より約３割の削減

東京湾 瀬戸内海伊勢湾

H25年度組 R5年度組

年間約３２,０００ｔ

のBOD汚濁負荷量を削減

約３割（２６.４％）を

緊急改善事業により削減

削減率削減量
①－②

事後評価
②

改善目標対策前
①

29.0％9,93324,27226,53134,205H25年組

25.3％22,30765,80366,36088,110R5年組

26.4％32,24090,07592,891122,315合計

※高級・高度処理水の負荷量も含む

【合流式下水道から排出される3大湾の汚濁負荷量(t-BOD/年)】

※事業継続中等により、令和４年度末時点で事後評価が未了の団体については、合流式下水道緊急改善計画の改善目標値等を用いて集計

事後
評価

改善
目標

対策前

5,7406,5628,248H25年度組

東
京
湾

41,71741,82653,430R5年度組

47,45748,38861,677合計

620643834H25年度組

伊
勢
湾

6,6646,6647,379R5年度組

7,2847,3078,213合計

6,7747,09011,902H25年度組
瀬
戸
内
海

9,2909,42616,909R5年度組

16,06416,51628,810合計

全体負荷量

の約５割
全体負荷量

の約１割

全体負荷量

の約２割



（参考）合流式下水道緊急改善事業による放流回数・きょう雑物の削減
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【合流式下水道からの放流回数】

事後評価の結果等※を基に推計した結果、全ての雨水吐における放流回数は、合流式下水道緊急改善事業
により、年間約１４万回から約６万回と削減され、事業実施前より放流回数が半減

全国約３，０００箇所の全ての雨水吐において、きょう雑物の流出を防止するための対策が完了

削減率削減量
①－②

事後評価
②

改善目標対策前
①

56.9％34,82326,35030,47061,173H25年組

50.9％38,30936,88938,93075,198R5年組

53.6％73,13263,23969,400136,371合計

※出典：国交省調書より集計H25年度組 R5年度組

【合流式下水道からのきょう雑物の削減対策数】

H25年度組 R5年度組

事後評価
②

改善目標対策前
①

1,1651,162137H25年組

1,7731,773303R5年組

2,9382,935440合計

※出典：国交省調書より集計

全ての雨水吐において

流出防止対策が完了

年間約１４万回

→年間約６万回へ削減

放流回数半減
※放流回数は、モニタリング値からの試算等による回数

※雨水吐の廃止等の見直しにより、

※事業継続中等により、令和４年度末時点で事後評価が未了の団体については、合流式下水道緊急改善計画の改善目標値等を用いて集計

改善目標と事後評価値は異なる場合あり。



雨天時放流水質基準の超過が複数年に及ぶ都市にあたっては、施設整備（貯留施設等）の効果検証や、改
善効果が十分に発揮できるよう、適切な維持管理が必要

渇水期等により、下水道管等への堆積物が予測される場合には、出水期前の計画的な管路清掃の実施等、
雨天時放流水質基準を満足できるようなソフト対策も必要

24

雨天時放流水質基準の超過都市数（H25組）

雨天時放流水質基準の超過要因等

渇水期等により無降雨期間が長かった場合は、下水道管や道路等の堆積物のファーストフラッシュによる
負荷が高く、測定値が高くなる事象が発生

【雨天時放流水質基準超過の主な要因】

【雨天時放流水質基準遵守のための対応】

令和５年度末には全ての都市でシミュレーション等により検討された改善対策を完了し、雨天時放流水質基
準を達成見込み
一方、改善対策効果を把握するための水質検査において、一部の都市では無降雨期間の影響などにより、雨
天時放流水質基準を超過している場合があり、継続的に出水期前の計画的な管路清掃の実施等が必要

R4R3R2H31H30H29H28H27H26

8都市5都市2都市3都市2都市2都市2都市6都市6都市超過都市

40.6～
99.2

42.2～
49.4

42.0～
68.0

49.0～
92.0

43.0～
55.8

40.2～
52.0

50.0～
97.3

47.0～
75.1

48.7～
67.5

実績水質
（BOD:㎎/L)



合流式下水道の水質検査における課題
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雨天時に法定降雨（総降雨量10～30mmの降雨）となるか予測が困難
であり、約2割の処理区で不成立が発生

調査準備をしても、降雨量により水質検査が不成立「からぶり」
になる場合が多く、人員及び調査費用の増加による負担が大きい
【100都市程度】

緊急改善事業に伴い、小降雨時に吐口からの放流量・回数が減少した
ことから、放流水をサンプリング可能な降雨も減少

採水状況

水質検査（下水道法施行令・省令）

・各吐口（放流水の水質が類似のものであると認められる２以上の吐口については、それらの吐口のうちいず
れか１つの吐口に限る。）からの放流水について、毎年少なくとも１回水質検査を実施

・令第六条第二項の国土交通省令・環境省令で定める雨天時放流水質基準を適用する降雨は、対象とする処理
区内における総降雨量が 10mm 以上 30mm 以下の範囲の降雨とする

水質検査の課題

※各都市（192都市）へのアンケート調査（令和３年度）

現状の水質検査方法は、降雨量による不成立が多く、人員及び調査費用の増加により自治体の大きな負担と
なっていることから、調査方法の効率化や効果的な手法について検討が必要



改善目標達成に向けた主な好事例
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汚濁負荷量の削減（改善目標１）・公衆衛生上の安全確保（改善目標２）

備考都市名具体的な対策主なポイントNo分類

提言P.5
事例2

小松市
遮集量の適正化
沈砂池のドライ化、雨水滞水池

対策の組合せによる段階的な汚濁負荷量の削減

①

「入れない」
「送る」
「貯める」等
の対策事例

仙台市
貯留管、雨水分離
雨水浸透

②

提言P.6
事例1

習志野市遮集量の増強、雨水滞水池

放流回数の削減効果の算定

③

提言P.6
事例2

千葉市雨水貯留管、雨水滞水池④

名古屋市高速ろ過、雨水滞水池新技術の活用による処理場からの放流水対策⑤新技術の活用
（SPIRT21等） 大阪市雨天時活性汚泥法（3W法)新技術の活用による建設コストの縮減と放流水対策⑥

川崎市ハイブリッド型貯留施設運転管理の工夫による浸水と合流改善対策の両立⑦
浸水対策との
併用

福岡市分流化浸水対策と連携した分流化の推進⑧

提言P.5
事例1

東京都
流域下水道

流域：貯留施設、高速ろ過
関連公共：雨水浸透施設

流域下水道と流域関連公共下水道の連携した取組⑨組織連携

きょう雑物削減（改善目標３）

都市名具体的な対策主なポイントNo分類

京都市水面制御装置、スクリーン

流出抑制装置の設置例

⑩
きょう雑物
対策 船橋市

オイルフェンス
バースクリーン（目幅縮小）

⑪
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〇第１期対策 ・汚水ポンプ更新：遮集量の適正化
・雨水沈砂池のドライ化：滞留水の除去

〇第２期対策 ・高級処理能力の増強
・現有施設を活用して高級処理能力の増強
【対策前：10,500m3/日→17,700m3/日】

〇第３期対策 ・ポンプ場滞水池(1,200m3)の整備

ポンプ場平面図

事後評価改善目標

・汚濁負荷量を分流式下水道並み

１汚濁負荷量
の削減

事後評価
(モニタリング値からの試算)

改善目標対策前

107,767kg/年108,215kg/年166,200kg/年

モニタリングデータ BOD平均水質16.1mg/L（平成26年度）

・未処理放流回数を半減

２公衆衛生上
の安全確保

事後評価
（モニタリング値）

改善目標対策前

81回/年96回/年192回/年

・全ての雨水吐できょう雑物の流出を極力防止３きょう雑物
の削減

スクリーン目幅の縮小：対策完了

【事例①：小松市】段階的な汚濁負荷量の削減対策

対策前 第1期対策 第2期対策 第3期対策 分流並み

整備効果(汚濁負荷量の削減)

降雨初期の特に汚れた下水を滞水池で貯留

改善対策の内容



【事例②：仙台市】貯留管の整備等による七郷堀の水質改善

・七郷・高砂堀は、農業用水路であるとともに,親水公園等の整備
も図られ,市民生活との関わりも深いことから,早急な対策として貯
留管(七郷堀幹線)等の整備を行った。

・貯留管の他
既設雨水幹線の貯留運用手法の変更(31,100㎥）

雨水分離の整備(河川近傍域等で路面排水を水域へ直接放流）

雨水浸透ます(2,800基)の設置 も実施。

・改善目標③きょう雑物の削減として、対象地区内の雨水吐き室9
箇所に対し、夾雑物流出防止対策も講じた。

蔵前橋吐口（改善前） 蔵前橋吐口（改善後）

項　目 対策前 対策後
削減率
（％）

放流BOD負荷量
（㎏/年）

42,230 14,593 65

放流BOD水質
（㎎/ℓ）

47 31 ―

放流回数
（回/年）

334 206 38

表：対策効果 七郷・高砂堀

施設概要：Φ3,000㎜、L≒1,400m V≒10,000㎥】

七郷堀幹線貯留運用の概要

凡　　例

雨水分離区域（42㏊）

浸透ます設置区域（637㏊）

直接対象区域

貯留管(七郷堀幹線）

雨水吐き室（改善対象）

（計画対象区域：1,635㏊）

雨水吐き室（改善済）○

写真：親水公園
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・遮集量の増強
雨水吐７箇所における遮集量（3Q→6Q）

・雨水滞水池の整備
浄化センター内に雨水滞水池12,000m3を整備

・（参考）きょう雑物対策
雨水吐（９箇所）にきょう雑物除去設備を
整備

※グラフはシミュレーション結果

【事例③：習志野市】放流回数の削減効果の算定

事後評価改善目標

・汚濁負荷量を分流式下水道並み

１汚濁負荷量
の削減

事後評価
(モニタリング値からの試算)

改善目標対策前

308.6千kg/年331千kg/年442千kg/年

モニタリングデータ BOD26.7mg/L（平成26年度）

・未処理放流回数を半減

２公衆衛生上
の安全確保

事後評価
（実測降雨でのシミュ

レーション）
改善目標対策前

14回/年30回/年61回/年

・全ての雨水吐できょう雑物の流出を極力防止３きょう雑物
の削減

９か所で対策完了

改善対策の内容

未処理放流回数の結果

雨水滞水池

(12,000m3)

浄化センター平面図



30改善前後の放流状況

• 全ての雨水吐で対策前の放流回数が対
策後では半減。

• 雨水吐における改善前、改善後の雨天
時放流状況を確認し、放流されていな
いことを目視確認。

貯留管、雨水滞水池

事後評価改善目標

汚濁負荷量を分流式下水道並み

１汚濁負荷量
の削減

事後評価
(モニタリング値からの試算)

改善目標対策前

493.0ｔ/年499.4ｔ/年818.4ｔ/年

モニタリングデータ BOD23.0mg/L（平成26年度）

・未処理放流回数を半減

２公衆衛生上
の安全確保

事後評価
（実測降雨でのシミュ

レーション）
改善目標対策前

21回/年24回/年47回/年

・全ての雨水吐できょう雑物の流出を極力防止３きょう雑物
の削減

33か所で対策完了

・貯留施設の整備
雨水貯留管： (累計14,300㎥)
雨水滞水池： (累計27,500㎥)

改善対策の内容

【事例④：千葉市】放流回数の削減効果の算定



R5年度末までに実施した汚濁負荷量削減対策

187,900（m3）14箇所①雨水滞水池

1,673,350（m3/日）9箇所
②簡易処理

高度化施設

目標達成

【事例⑤：名古屋市】雨水滞水池と高速ろ過による汚濁負荷量の削減

①汚れの度合いが大きい初期雨水を貯留
②水処理センターの雨天時放流水質の改善

下水道法施行令での水質モニタリング

下水道法施行令に定められている
雨天時放流水質基準を達成することで
分流式下水道並みの汚濁負荷量を達成

（名古屋市）合流式下水道の改善目標

削減した汚濁負荷量

3380 ｔ/年（雨天時） ※
合流改善対策前
（全処理区の合算値）

2681 ｔ/年（雨天時） ※
合流改善対策後 （R5末時点）
（全処理区の合算値）

1降雨あたりの総降雨量10㎜～30㎜
の降雨にて吐口からの平均BODが
40mg/L以下になるための対策を実施 雨水滞水池（堀川左岸雨水滞水池）簡易処理高度化施設（高速ろ過）

699 ｔ /年（雨天時）削減

汚濁負荷量削減のための方針

分流式下水道並みの汚濁負荷量を達成

全処理区（12処理区）で平均ＢＯＤ40mg/L以下を確認

※ 流出解析（汚濁負荷量）で算出した値（雨天時における高級処理除く）
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負荷量（ｔ/年）

３Ｗ
処理

従来
処理

14t/年

396t/年

73t/年

337t/年

８５％削減

【事例⑥：大阪市】雨天時活性汚泥法（３Ｗ法）を活用した効果的な汚濁負荷量の削減

32

改善対策の内容

雨天時活性汚泥法（Wet Weather Wastewater Process 以下、３Ｗ法）
は、晴天時に活性汚泥処理を行っている施設を用いて、雨天時において
従来では簡易放流を行っていた1Qsh以上の雨天時下水をステップ水路を
利用して反応槽の後部に流入させ、活性汚泥の初期吸着により速やかに
BODやSSが除去されることによって、放流汚濁負荷量を低減する処理方法
である。
新規の貯留施設の整備に比べ既存施設（反応槽）の改造により汚濁負荷
量を削減するため、事業費のコストダウンが可能である。

 

沈殿処理
放流

（ 2Q sh）

1Q sh
最初
沈殿池

返送汚泥

雨天時
下水

（ 3Q sh）
2Q sh

最終
沈殿池反応槽

Q sh：時 間 最 大 汚 水 量

過年度調査で確認した効果※

1Qsh

2Qsh程度

流
入
水
量

活性汚泥処理

（３Ｗ処理）

直
接
放
流

時間

雨水
滞水池
貯留

+αQsh傾斜板沈殿
高速ろ過 （3Qsh程度）

流
入
水
量

簡易
放流

時間

直
接
放
流

1Qsh以下の水量については高級処
理を行うが、一定量以上の降雨で
簡易放流し、それ以上の量は直接
放流を行う。
雨天時の汚濁負荷量は比較的高い。

一定以上の降雨でも連続処理
（３W法等）し、それ以上の量は貯留
施設で対応する。
コストを低減しながら汚濁負荷量の
削減を図る。

対策前 大阪市の対策

活性汚泥処理 活性汚泥処理
時間
最大

２次処理放流量１次処理放流量 ３Ｗ処理放流量

2Qsh程度

1Qsh 時間
最大

・BOD負荷量

（参考）
全体事業費概算額の試算（見込み）
貯留施設整備を中心とした対策：約3,000億円
連続処理（３Ｗ法等）を中心とした対策：約1,500億円

事業費５０％低減

※住之江処理区の調査結果



【事例⑦：川崎市】浸水対策併用の合流改善対策施設の整備

入江崎処理区対策効果
改善目標

対策後目標対策前

汚濁負荷量を分流式下水道並み
汚濁負荷量
の削減

955 t/年988 t/年1,028 t/年

未処理放流回数の半減
公衆衛生上
の安全確保

267 回277 回554 回

大師河原雨水貯留管
口径：5,000mm
延長：2,050m 貯留量：約35,600m3

対策概要

※今回紹介の合流改善対策施設以外の効果も含む

合流改善：18,500m3
浸水対策：35,600m3

降雨時、汚濁負荷量の高い初期雨水を貯留し、晴天時に処理
場へ送水し、高級処理する「合流改善モード」で、汚濁負荷量の
削減及び公衆衛生上の安全確保を図る。

大雨が予測される場合は、ポンプの運転水位を変更し、貯留せ
ず処理場へ送水し、簡易処理する「浸水対策モード」へ切替え、
浸水対策の必要貯留量を確保する。

また、ポンプ場と処理場とを結ぶ遮集管としても運用している。

施設概要

1Q流下

初期雨水貯留
18,500m3

雨天時汚水（簡易処理）

雨水貯留

合流改善モード

1Q流下

雨水貯留
35,600m3

浸水対策モード（大雨時）

遮集ポンプ起動水位

遮集ポンプ停止水位

遮集ポンプ停止水位 雨天時汚水（簡易処理）

遮集ポンプ起動水位

ポンプ運転水位を変更

晴天時に処理場へ送水し高級処理

初期雨水を貯留し高級処理する
「合流改善モード」から
貯留せず簡易処理する

「浸水対策モード」へ切替え可能
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【事例⑧：福岡市】浸水対策と連携した分流化の推進

34

改善効果改善目標

・汚濁負荷量を分流式下水道並み

1.汚濁負荷量
の軽減

改善計画
(R5年度末予定）

改善目標対策前

586.5 ｔ/年622.0 ｔ/年901.0 ｔ/年

・未処理放流回数※を半減
2.公衆衛生上
の安全確保

改善計画
(R5年度末予定）

改善目標対策前

1,377 回2,076 回4,153 回

主な改善対策の内容

・浸水対策と連携した分流化の実施
雨水管、側溝を整備し、分流化するとともに、
宅内排水設備についても分流式への切替を促進

博多駅周辺地区(277.7ha)、天神周辺地区(62.5ha)
（全合流区域面積： 2,494ha）

合流式下水道

整備 整備

分流式下水道

分流化

切替

整備効果(汚泥負荷量の削減)

622.0t/年

901.0t/年

586.5t/年

R5

分流化のイメージ図

※全吐口（56箇所）の累計放流回数



〇流域下水道【東京都】

①雨天時貯留池の整備【13,000ｍ3】
（効果）簡易放流量の削減

②簡易処理の高度化：高速ろ過
【ろ過速度：176,000m3/日】
（効果）簡易放流（BOD除去率30％）

→高速ろ過（BOD除去率60％）

〇流域関連公共下水道【立川市・国分寺市・国立市】

③雨水浸透施設等の整備
（約56千ｍ3/hr相当）

事後評価改善目標

・汚濁負荷量を分流式下水道並み

１汚濁負荷量
の削減

事後評価
(モニタリング値からの試算)

改善目標対策前

150,395kg/年270,770kg/年289,818kg/年

モニタリング結果 BOD平均水質25mg/L（平成26年度）

・未処理放流回数を半減

２公衆衛生上
の安全確保

事後評価
(モニタリング値からの試算)

改善目標対策前

17回/年25回/年51回/年

【事例⑨：東京都流域下水道】流域下水道と流域関連公共下水道による連携した対策

整備効果(汚濁負荷量の削減)

①雨天時貯留池

＋
②高速ろ過

＋

③

①②：削減量の48％
【流域処理場対策】

③：削減量の52％
【公共：雨水浸透】

１Q

高級処理（1Q）

２Q

簡易処理

放流
（未処理）

処理場

地先

下水量

時間

高級処理（1Q）

③貯留浸透

放流
（未処理）

処理場

地先

下水量

時間

２Q

①雨天時
貯留池 ②高速ろ過

簡易放流

【合流式下水道の改善イメージ】

②高速ろ過の処理フロー①雨天時貯留池の整備

処理場
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【流域下水道と流域関連公共下水道による連携した改善対策】



【事例⑩：京都市】水面制御装置・スクリーンの設置

36

○２６箇所の雨水吐において水面制御装置を設置

○制御板の効果で発生する渦流により、きょう雑物流出
防止性能を発揮

水面制御装置（ガイドウォール＋縦型制御盤） ディスクスクリーン

ストームスクリーン

○６箇所の雨水吐においてディスクスクリーンを設置

○きょう雑物を多重円盤で構成されたスクリーンで補足した後、補足物を
ディスクの回転作用で主水路へ返送

○目詰まりを生じないセルフクリーニング機能を有し、安定したきょう雑物
流出防止性能を発揮

○３箇所の雨水吐においてディスクスクリーンを設置

○きょう雑物を半円筒型スクリーンで補足した後、補足物をブラシでかき取
り主水路へ返送

○水頭差を利用したブラシ回転で補足物の返送を行うため、ブラシの動力源、
及び起動・停止の制御装置が不要

制御板
制御板

ｶﾞｲﾄﾞｳｫｰﾙ

水面制御装置全景 下流部制御板

流入渠よりきょう雑物が流入

渦流に引き寄せられるきょう雑物

きょう雑物

きょう雑物 ディスクスクリーン構造概略図 ディスクスクリーン設置状況

ストームスクリーン構造概略図 ストームスクリーン設置状況

きょう雑物

きょう雑物がｶﾞｲﾄﾞｳｫｰﾙに沿って流下

制御板

渦流に引き込まれたきょう雑物

きょう雑物



【事例⑪：船橋市】緊急改善事業による流出抑制装置の設置

合流式下水道緊急改善計画の主な経緯

●平成16年度 合流式下水道緊急改善計画の策定
・ 当面の改善目標を達成するために合流改善計画を策定し、緊急改善事業として国土交通省の同意を得る

●平成19～21年度 きょう雑物対策の実施
・ 吐口にスクリーン、水面制御装置、オイルフェンスを設置 ・ ポンプ場のスクリーン目幅を縮小

●平成21年度 合流式下水道緊急改善計画の見直し
・ 新技術導入などに伴い、計画を変更し国土交通書の同意を得る

●平成25年度 事後評価の実施
・ 事後評価を実施し、結果を公表するとともに国土交通書に提出

（きょう雑物対策の吐口対策実施目標値：13箇所 → 改善実施実績：13箇所）

□船橋市の合流式下水道緊急改善計画

流出抑制装置事例①
（オイルフェンス）

オイルフェンス

流出抑制装置事例②

（バースクリーン）

スクリーンの目幅縮小
(40mm→25mm)

目標に対する達成状況
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２）ソフト対策等の取組

備考都市名具体的な対策主なポイントNo分類

提言P.6
事例1

東京都
区部

水面制御装置、スクリーン目幅縮小
計画的・重点的な管路清掃
啓発活動「油断・快適！下水道」

ハード、ソフト両面からのきょう雑物の削減対策
（お台場におけるオイルボール漂着量）

⑥
維持管理
啓発活動

札幌市
公共施設への貯留施設
地域との清掃活動

関連部局・市民・企業との連携・協働による対策の
推進

⑦地域連携

合流式下水道緊急改善事業に関連する多様な取組
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１）水辺の利用用途に応じた取組

備考都市名対策事例No水域名

東京都
区部

放流先の変更（吐口の閉塞）
・放流管：内径 3,750～8,000 mm 

延長 6.1km

部分分流化 約 9 ha

内濠の合流改善対策
（第二溜池幹線の整備等による内濠への放流停止）

①皇居内濠

提言P.7
事例2

東京都
区部

放流先の変更
・放流管：内径 5,000mm 延長 470m

北十間川における合流改善対策
（閉鎖性水域の臭気対策、水質改善）

②北十間川

提言P.7
事例3

名古屋市

簡易処理の高度化
・280,000 m3/日

高度処理水（A2O法）の導水
・約 30,000 m3/日

中川運河の水質改善対策
（閉鎖性水域の水循環の促進）

③中川運河

提言P.7
事例1

大阪市

貯留管の整備
・北浜逢坂貯留管 140,000 m3

高度処理水（MBR）の導水

東横堀川・道頓堀川の水質改善（水環境を活かした
まちづくり・賑わいの創出への貢献）

④
東横堀川
道頓堀川

京都市
幹線（浸水対策併用、吐口の閉塞）
・内径 1,800～6,000mm 延長 6,730m
貯留容量 100,000 m3

浸水対策と併せた堀川の水質改善
（合流式下水道の改善が生んだ憩いの場と賑わい）

⑤堀川



分流化の下水道管整備
（延長）0.4㎞
（面積）約9ha
（建物）国立公文書館

など７施設

１ 内濠の水質改善の必要性と合流改善対策 （案内図）合流改善対策の概要

（下水道：下水放流ゼロに改善）
・内濠の３つの雨水吐口は閉塞し、
下水の放流は無くなる
→対策前：年間25回程度の放流

・１つの雨水吐口は雨水のみの放
流へ改善

（環境省：水質浄化施設等）
・環境省は、環境省の水質浄化施
設の稼働や雨天時の下水流入が
停止された効果等もあり、その
成果が現れつつあるとしている

放流先変更

放流先変更

放流先変更

部分分流化

１

２

３

４

清水濠

半蔵濠

桜田濠

北の丸公園

千鳥ヶ淵

皇 居

勝どきポンプ所内
雨水吐口

完了年度対策内容雨水吐口

平成27年度

・第二溜池幹線等の整備により、
雨水の放流先を隅田川に変更

・桜田濠、千鳥ヶ淵にある３か
所の雨水吐口を閉塞

①

②

③

平成22年度・北の丸公園内の部分分流化④

（閉塞）

（閉塞）

（閉塞）

下水道による合流改善対策の推進 （雨水）

③雨水吐口

２ 関係機関と連携した水質改善の取組成果

東京駅

令和2年
（2020年）

平成21年
（2009年）

水質調査項目

107cm68cm透明度

7.0mg/L8.5mg/LＣＯＤ

0.65mg/L0.98mg/LT-N（全窒素）

0.05mg/L0.07mg/LT-P（全リン）

（出典先）環境省 皇居外苑管理事務所
「皇居のお濠」リーフレットより引用

環境省の水質調査結果
（12の濠の平均）

（課題）
・皇居周辺の内濠には、桜田濠に１か所、千鳥ヶ淵に２か所、清水
濠に１か所の合計４か所の合流式下水道の雨水吐口を設けていた

・内濠は閉鎖性水域であり、雨天時の合流式下水道からの下水の放
流は水質悪化のひとつの要因として水質改善の取組が求められた

（取組１）雨水放流先の変更 … 平成27年度完成（右図①②③）
・雨天時の合流式下水道からの下水の放流を閉鎖性水域の内濠から
水量が多く水質への影響が小さい隅田川へ放流先を変更

・この取組内容として、東京都心部の浸水対策と内濠の合流改善対
策に必要な第二溜池幹線等や主要枝線の整備を実施

・なお、第二溜池幹線はふかし上げの大規模幹線となるので、初期
雨水を貯留できる構造として、合流改善貯留施設の効果も発現

（取組２）部分分流化の導入 … 平成22年度完成（右図④）
・北の丸公園内にある建物は、すべて公的機関であるため、敷地内
の排水設備を汚水と雨水への分離する協力が得られたことから、
もう１本の新たな下水道管を整備して部分分流化を実施

・これにより、現在の雨水吐口からは雨水のみ放流

桜田濠

【事例①：東京都区部】内濠の合流改善対策（放流先の変更等）



１

閉
鎖
性
水
域
の
水
質
改
善
対
策

２

案
内
図
：
雨
水
放
流
先
の
変
更

３

水
質
改
善
の
効
果

① 雨水放流管の整備
雨水放流先を隅田川へ変更
(内 径) 5,000㎜
(延 長) 約471m
(最深部) 約42m

（旧）ポンプ所 再構築後
ポンプ所

雨水放流口 ↑

（対策前）閉鎖性水域への雨水放流 1980年代 （対策後）ポンプ所再構築に伴う雨水放流先の変更

← 東京スカイツリー

← 水辺空間を活かした
東京ミズマチと遊歩道

〇 北十間川（閉鎖性水域）の水質、臭気問題
・業平橋ポンプ所からの雨水放流の際、北十間川に悪

臭が発生すると地元住民から苦情が頻発

◎ 雨水放流先の変更による水質改善
・ポンプ所からの雨水放流による水質改善、臭気対策

を図るため、隅田川への直接排水を関係者で協議

・平成11年度に着手、平成20年度に雨水放流先を変更

◎ 水辺を中心とした一体的なまちづくりが進展
・墨田区では、北十間川水辺活用構想に基づき浅草か
ら東京スカイツリー間の賑わい創出と観光回遊性向

上を目的として、水辺を中心とした鉄道高架下、区

道、公園など一体的なまちづくり、空間整備を実施

・現在、多くの観光客等が訪れる水辺空間となってお

り、さらにカヌー等の水面利用も盛んである

北十間川（閉鎖性水域）
雨天時に水質、臭気問題が発生

② 業平橋ポンプ所
（現状）
・雨水排水面積 約153ha
・雨水放流量 約19m3/s
（将来）
・雨水排水面積 約302ha
・雨水放流量 約40m3/s

合
流
幹
線

合
流
幹
線

代
替
・
浸
水
幹
線

現 在

東京スカイツリー

浅草

↓
隅田川 40

【事例②：東京都区部】北十間川（スカイツリー周辺地区）における合流改善対策



【事例③：名古屋市】中川運河の水質改善
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中
川
運
河
の
特
徴

② 高度処理水を露橋水処理センターから約
800ｍ上流にある閉鎖性の高い中川運河堀止
部に還流させることで、水循環を促進

閉鎖性水域における水循環の促進

ささしまライブ24地
区

名古屋
駅

運河の流れ

ささしまライブ２４地
区

名古屋駅

露橋水処理センター

露
橋
水
処
理
セ
ン
タ
ー
に
つ
い
て

露橋水処理センターは、昭和８年に稼動して以来７０年が経過し
ていたことから、平成１５年度より全面的な改築更新事業を進め、
平成３１年３月に完成した（下水処理は平成２９年度に運用開始）

改築前 改築後・「ささしまライブ２４地区」は２０１７年１０月に
「まちびらき」した新しいエリアであり、大学、放
送局、複合大型商業施設等の建設を含むまちづくり
が進められている

・中川運河は名古屋港と名古屋駅の南に位置する「さ
さしまライブ２４地区」を結ぶ、全長８.２ｋｍの
運河で約９０年前に整備された

・中川運河は閉鎖的水域で水が滞留しやすい環境であ
ることから、名古屋港から海水を取り入れて運河へ
水を流す対策を実施する等、以前より水質改善に取
り組んできた

① 露橋水処理センターの改築にあわせて、
簡易処理高度化施設（280,000m3/日）を導入

中
川
運
河
の
水
質
改
善

水質改善効果

修景用水
運河の水質改善

高度処理水送水

運河の水質改善に利用
（約30,000m3/日）



【事例④：大阪市】東横堀川・道頓堀川の水質改善

東
横
堀
川
・
道
頓
堀
川
の
特
徴

• 東横堀川・道頓堀川は大阪市内の繁華街「ミナミ」の中
心部を流れる河川である

• 道頓堀川にはとんぼりリバーウォークと呼ばれる遊歩道
が整備されており、近年ではオープンカフェの設置やイ
ベントの開催等がされており、国内の利用者だけでなく
海外からの観光客にも親しまれている

• 一方で、合流式下水道の雨水吐き口が28か所存在してお
り、降雨時には未処理下水の放流が頻繁に発生し、水質
汚濁の原因となっていたことより、水質改善が求められ
てきた

東
横
堀
川
・
道
頓
堀
川
の
水
質
改
善

北浜逢坂貯留管の整備

• "雨水吐き口から未処理下
水を放流させないこと"を
目標に、大規模貯留管（14
万m3）を建設し、平成26年
度より供用を開始した

東横堀川・道頓堀川の水質改善のため、下水道事業として
次の取組を行っている。

参考：高度処理水導水

膜処理水

中浜下水処理場の改
築更新に合わせて導入
した膜分離活性汚泥法
（MBR）による高度処
理水を東横堀川へ導水。

令和3年度より送水
開始。

○整備効果

• 貯留管供用前は、降雨
後1～2日間の糞便性大
腸菌群数が高かったが、
供用後は降雨後の増加
を抑制できている

• 河川事業と下水道事業が連
携して水質改善に取り組ん
でいる

• まちの賑わい創出に取り組
んでおり、水を身近に感じ
られる空間となるよう水辺
整備事業を実施しており、
遊歩道におけるイベント実
施回数等が増加している
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【事例⑤：京都市】合流式下水道の改善が生んだ憩いの場と賑わい
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○堀川は，晴天時にほとんど水量が無い枯川で，雨が強く降ると合流式下水道の吐口５箇所から汚水混じりの雨水が河川へ流出
○また，周辺地域では，たびたび浸水被害が発生
○合流式下水道の改善として，堀川中央幹線をはじめとした貯留幹線を整備し，雨天時に堀川に放流していた吐口をすべて閉塞するとともに，

浸水対策として１０年に一度の大雨に対応できる貯留量を確保
○雨天時における汚水混じりの雨水の放流を廃止し，かつ，浸水に対する安全度が大幅に向上
○せせらぎの復活（河川事業との連携）により，毎年多くの観光客が来場する「京の七夕」や「堀川桜まつり」等のイベントが実現
○近隣の世界遺産である二条城とともに，観光名所として，まちのにぎわい創出に貢献

二条城

北山幹線

今宮幹線

堀
川
北
幹
線

堀
川
中
央
幹
線

北大路通

丸太町通

堀
川
通

今宮通

紫明通

北山通

烏
丸
通

大
宮
通

今出川通

植物園

堀

川

天
神
川

京都御苑

浸水箇所
二条城

北大路通

丸太町通

堀
川
通

今宮通

紫明通

北山通

烏
丸
通

大
宮
通

今出川通

植物園

堀

川

天
神
川

京都御苑

平成10年10月15日
日最大1時間降水量 73.5mm/h

平成22年8月12日
日最大1時間降水量 76.5mm/h

幹線整備により
浸水被害が激減

堀川の再生

堀川中央幹線

堀川

下水道管 下水道管

雨水吐口
の閉塞

雨水吐口
の閉塞

「京の七夕」の様子（写真提供：京の七夕実行委員会）

市民の憩いの場となった堀川

平成22年 8月12日
日最大１時間降水量 76.5mm/h

平成10年10月15日
日最大１時間降水量 73.5mm/h

直径
（mm）

延長
（m）

貯留容量

（m3）

堀川北幹線
φ1,800
 ～3,750

2,160 21,500

北山幹線 φ3,000 830 5,800

今宮幹線 φ2,000 1,050 2,700

堀川中央幹線 φ6,000 2,690 70,000

整備した幹線の概要

１０年間
（H22～R1）

で
約６７０万人

を集客

せせらぎの復活によって新たな観光名所が誕生

閉塞後の雨水吐口



【事例⑥：東京都区部】ハード、ソフト両面からのきょう雑物の削減対策

お台場におけるオイルボールの漂着量

8,780 

2,780 
1,990 

70 20 
0

1,000
2,000
3,000
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7,000
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9,000

10,000

平
成
１
３
年
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平
成
１
５
年
度

（
３
か
年
平
均
）

平
成
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年
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成
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年
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（
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か
年
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均
）

平
成
２
１
年
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～
平
成
２
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年
度

（
５
か
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平
均
）

平
成
２
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（
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）

令
和
元
年
度
～
令
和
３
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度

（
３
か
年
平
均
）

（単位：L）

（データについて）
・平成１３年度からお台場海浜公園の巡視点検により、オイルボール
（白色固形物）を収集した実績
・オイルボールの漂着量の傾向を見るため、施行令対応の施行年度であ
る平成１６年度を基準として３か年及び５か年で区分しての平均値で
グラフを作成

ハード・ソフト両面からの対策

雨
水
吐
対
策
①

雨
水
吐
対
策
②

維
持
管
理

啓
発
活
動

水面制御
装置

【自然排水区のきょう雑物対策】

・自然排水区の雨水吐約７３０か
所の全てを対象に、水面制御装置
等の設置を完了

・水面制御装置によるきょう雑物の
除去率は約７割以上

【ポンプ排水区のきょう雑物対策】

・雨水ポンプ所の全５８ポンプ所を
対象に、スクリーンの目幅を
５０mmから２５mmに縮小

【計画的・重点的な下水道管清掃】

・下水道管路の計画的な調査に基づ
き、オイルボールやごみの付着、
堆積物を清掃

・特に、オイルボール等が堆積しや
すい伏越部は、伏越部の清掃のた
めに開発された特殊機械で清掃

【お客さまへの協力依頼等】

・下水道の対策に加えて、
「油断・快適！下水道」キャンペーン
を通したお客さまへの理解と協力

・飲食店へのグリース阻集器の設置
や適正な管理の依頼など
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【事例⑦：札幌市】関連部局・市民・企業との連携・協働による対策

■関連部局との連携・協働による対策
①道路や雨水ますの定期的な清掃により、雨天時に排出される汚濁負荷量を削減
②公共施設などを利用した貯留施設の設置により、雨天時に流出する雨水量を抑制

① 雨水ます清掃

降雨時

晴天時

■市民・企業との連携・協働による対策
③企業との協働による雨水流出抑制対策により、雨天時に流出する雨水量を抑制
④地域住民と連携した河川のごみ拾いにより、水環境の保全を行う

④ 河川のごみ拾い

下記の全てに該当する施設が対象

❶ 公共下水道に雨水を排除する施設

❷ ３,０００m2以上の土地に設置する施設

❸ 土地の半分以上が屋根や舗装に覆われる施設

平成23年度より、雨水の流出が多い大規模施設
を対象に雨水流出抑制対策をお願いしている

② 公共施設（学校）を利用した貯留施設

雨水浸透ます

雨水貯留槽

③ 協働による雨水流出抑制

降雨前

降雨後
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SPIRIT21等における技術開発の状況

SPIRIT 21（下水道技術開発プロジェクト）：平成14年度～平成16年度

・きょう雑物除去、高速ろ過、凝集分離及び計測・制御、消毒の４つの分野において、新技術の早期の実用化を
図り、合流式下水道の改善対策を推進。

実績数の出典：下水道資源・エネルギー技術等に関する情報収集及び資料作成業務,国総研, H31.3

実績数技術名No
評価結果（上段）

区分
従来技術（下段）

10ブラシスクリーン1

・雨天時に排出される下
水中の景観上不快なきょ
う雑物(5.6㎜以上を対
象)の80～100％を除去。

きょう雑物除去
（スクリーン）

86雨天時越流水スクリーン2

CSOスクリーン3

66ディスクスクリーン4

159ストームスクリーン5

・バースクリーンによる
目幅縮小
・原則として目幅以下の
きょう雑物は除去できな
い。

3
微細目テーパー穴式メッシュ
パネルを用いた除塵機

6

7The Copa Raked Bar Screen7

ロータリースクリーン8

40以上
雨天時高速下水処理システム
(簡易処理の高度化、未処理放
流水の簡易処理)

9

・ろ過速度1,000～
3,000m/日において、SS
除去率30～70％以上。
・BOD、きょう雑物等の
除去も確認。

高速ろ過

高速ろ過装置（繊維ろ材）10

特殊スクリーン付きスワール
及び沈降性繊維ろ材を用いた
上下向流可変式高速ろ過法

11

雨天時未処理放流水等の高速
繊維ろ化技術

12
・簡易沈殿処理でBOD、
SS除去率で一般的に30％
程度。
・初沈水面積150～300㎥
/㎡・日

1高速ろ過プロセス13

実績数技術名No
評価結果（上段）

区分
従来技術（下段）

4
高速凝集沈殿処理（アク
ティフロプロセス）

14
・BOD除去率60～75％以上、SS除去率80％以上。
・T-P除去率80％以上
・COD、N等の除去も確認。

凝集分離

1
特殊スクリーン付きス
ワールによる高速凝集分
離システム

15
・簡易沈殿処理でBOD、SS除去率で一般的に30％程
度。
・初沈水面積150～300㎥/㎡・日

二酸化塩素を用いた高効
率消毒技術

16

・消毒に要する時間が従来の1/3(5分)以下で、大
腸菌群数を基準値(3,000個/cm3)以下。
・生物への影響は従来技術(塩素消毒)以下。

消毒

スワールによる高速凝集
を組合せた中圧紫外線に
よる消毒

17

二酸化塩素を用いた高速
化技術

18

・流量、水質の変動に追随できない。
・塩素系、滞留時間15分、7～10mg/l

高濃度オゾンを応用した
高速消毒技術

19

17
臭素系消毒剤を用いた消
毒記述

20

オゾンによる効率的消毒
技術

21

紫外線消毒装置(UVシス
テム)

22

浸漬タイプ紫外線吸光度
計

23
・SS、COD、大腸菌群数の測定を、自動的、連続的
にかつ短時間で測定。

計測制御

大腸菌自動測定装置24・雨天時流出水の水質変動に追随できない。

46



SPIRIT21以降における技術開発状況
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• SPIRIT21参画企業及び合流改善技術を取り組んでいる企業29社に研究開発状況、合流改善対策
にも活用できる技術の有無等についてアンケートを実施(回答24社、技術開発数59件)

• きょう雑物の削減対策として、水面制御装置が開発され、約1,800件の導入実績数を有する

• 消毒の分野では次亜臭素酸による消毒技術（二液混合法）が開発（粉末タイプからの改良）

SPIRIT21参画企業以外の技術SPIRIT21参画企業が新規開発した技術分類

・簡易型繊維ろ過施設(12件)
・ハイブリッドMBR(なし)
・ディスクフィルター(なし)

水処理

・水面制御装置(約1800件) ・ユニフィルター(16件)
・ロマグろ過スクリーン(76件) ・ネオ・スクリーン(2件)
・リンクスクリーン（35件）

・粗目細目兼用自動除塵機「デュアルスクリーン」
(3件)

きょう雑
物除去

・IoT活用による雨水排水ソリューション(1件)
・降雨時運転支援システム(有り)
・ICTを活用した浸水対策施設運用支援システム（B-DASH）
(2件)

・都市域における局所的集中豪雨に対する雨水管理
技術（H27年度B_DASH）(なし)

・マンホールアンテナ(数十件)
計測制御

・次亜臭素酸による消毒技術（二液混合法）(1件)消毒

フラッシュゲート(3件)
ハイブリッド起伏堰(9件)

その他

（ ）：導入実績数



SPIRIT21以降に開発された技術について
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きょう雑物除去について

【粗目細目兼用自動除塵機：デュアルスクリーン】

• 雨水吐やポンプ場に設置し、粗目・細目の2種類のスクリーン(細目10mm/粗目66mm)により通水能力を確保し
きょう雑物を除去

【微細目スクリーン：ネオ・スクリーン】

• 雨水沈砂池に設置し、二層式スクリーン(孔径5mm)により微細なきょう雑物を除去

【CSO対策スクリーン：ロマグろ過スクリーン、リンクスクリーン】

• 雨水吐室の越流堰上に設置し、スクリーン(目幅4mm)によりきょう雑物を除去

【無電力旋回流式夾雑物除去用スクリーン：ユニフィルター】

• 雨水用貯留浸透施設に設置し、旋回流によりスクリーン(目幅4mm)の目詰まりが無くきょう雑物を除去

【水面制御装置】

• 雨水吐室内にガイドウォールと制御板を設置し、渦を発生させ雨天時の公共水域へのきょう雑物流出を抑制

図 水面制御装置図 CSO対策スクリーン 図 無電力旋回流式夾雑物除去用
スクリーン出典：(株)丸島アクアシステム

出典：ベルテクス(株)
出典：東京都下水道サービス



SPIRIT21以降に開発された技術について
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計測制御技術について

出典：安川電機(株)

図 降雨時運転支援システムの
イメージ

【従来】 【技術活用】

出典,一部加筆：B-DASHプロジェクトNo.17 都市域における局所的集中豪雨
に対する雨水管理技術導入ガイドライン,国総研

図 雨水滞水池における合流改善、浸水対策の併用利用

比較的大きな降雨時は滞水池
が満水となり合流改善の活用
が難しい

流入量を予測し、合流改善に
必要な貯留量を確保

出典：(株)明電舎

図 マンホールアンテナ
のイメージ

【都市域における局所的集中豪雨に対する雨水管理技術(B_DASH)、ICTを活用した浸水対策施設運用支援システ
ム(B-DASH)、IoT活用による雨水排水ソリューション、降雨時運転支援システム】

• 各社の計測方法等の詳細な技術は異なるが、水位・雨量を計測⇒流入量を予測⇒ポンプ運転、貯留池運転支
援に活用。

• 雨水滞水池に本技術を適用する事で、大規模な降雨が予想される場合は、初期降雨の貯留の中止または貯留
した初期降雨の先行排水を実施する等、合流改善・浸水対策の併用利用の可能性がある。

【マンホールアンテナ】

• 管きょ情報のリアルタイムな「見える化」を可能にする下水道管きょ用IoTデバイス

• 近年の局地的な大雨などの多発に対して、管きょの状況をリアルタイムに把握、管理することが可能



SPIRIT21以降に開発された技術について
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消毒技術について

参考：下水道研究発表会_第58回研発講演集（2021）「合流式下水道改善対
策に伴う雨天時簡易放流水に対する臭素消毒設備の導入について」,大阪市

図 消毒設備フロー

次亜臭素酸：分解しやすく不安定な物質であり貯留が困難
次亜塩素酸ナトリウム水溶液に臭化ナトリウム水溶液を加えて次亜臭素酸を生成

HClO ＋ NaBr → HOBr ＋ NaCl
(次亜塩素酸) (臭化ナトリウム) (次亜臭素酸) (塩化ナトリウム)

図 次亜塩素酸ナトリウムに対する
臭化ナトリウムの混合割合と消毒状況

出典：東京都下水道局技術調査年報 -2018- Vol.42
「次亜臭素酸による雨天時放流水の消毒性能について」

次亜塩素酸ナトリウムのみ

【次亜臭素酸による消毒技術（二液混合法）】：（粉末タイプからの改良）

• 臭化ナトリウムと次亜塩素酸ナトリウムを反応させて次亜臭素酸を発生させ、その消毒性能に
より、簡易処理水や雨天時のポンプ場からの下水を短時間に消毒する技術。
（東京都下水道局と民間企業4社の共同研究）

• 【事例】簡易放流渠の全長が短く、簡易放流水に対する消毒時間の確保への対応のため、短時
間に消毒効果を発現できる本技術を採用
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3.合流式下水道緊急改善事業後の課題



合流式下水道緊急改善事業後の課題①

【河川等の状況】

・晴天時：水質環境基準（BOD8ｍｇ/L）は達成

白濁化の状況【目黒川（東京都）】 白濁化の状況【堀川（名古屋市）】 スカム発生状況【平野川（大阪市）】

合流式下水道緊急改善事業の完了

・令和５年度の期限に向けて、全ての地方公共団体（191都市）で対策が完了見込み

・合流式下水道から放流される汚濁負荷量は分流式下水道並みを達成し、雨天時の放流水質（処理区平均）は
一定の水準を確保

・一方、大都市を中心とした一部の水域では、放流先河川が感潮河川であることや平常時の河川流量が少ない
など、河川水が滞留しやすい環境も相俟って、依然として雨天時の合流式下水道の未処理放流水を起因とし
た臭気・スカム等の局所的な水質悪化が生じている状況

・雨天時の汚水まじりの放流水が一つの要因とな
り、春から秋にかけて悪臭や白濁化等が頻繁に
発生

・目黒区への悪臭等の苦情は、例年30件に及ぶ

・H30・R1年度：硫化水素濃度最大約8ppmを計測

・河川の底層のDOは環境基準を下回り0mg/Lま
で低下する場合もある

・晴天時：水質環境基準（BOD8ｍｇ/L）は達成

・雨天時の汚水まじりの放流水が一つの要因とな
り、春から秋にかけて悪臭や白濁化等が頻繁に
発生

・堀川、新堀川の悪臭等の苦情は、例年10件に及ぶ

・堀川中流部では、糞便性大腸菌群数の市独自の
環境目標値（1000個/100ml）値超過する場合も
あり、議会等から越流水への対策が求められて
いる

・雨天時の汚水まじりの放流水が一つの要因と
なり、春から秋にかけて悪臭やスカムが頻繁
に発生

・悪臭等の苦情は、例年20件に及ぶこともあり、
日常生活に調和した水環境への貢献も必要

52



合流式下水道緊急改善事業後の課題②
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【日本橋川】首都高速の地下化に伴う河川沿いの大規模開発等、水辺空間を活かしたまちづくりの推進

観光船の発着場【日本橋川（東京都）】

観光船や川沿いの飲食店など水辺空間の賑わいが創出

◎首都高速道路日本橋区間地下化事業

首都高速道路（株）HPより

船運の状況【道頓堀川（大阪市）】 親水護岸【堀川（名古屋市）】

水環境へのニーズや利用用途の変化

・合流式下水道緊急改善事業の開始（一定の水質改善が進み、水辺への人々の回帰が見られた時代）から、
約20年が経過

・合流式下水道の雨天時の放流水質についても、地域の水環境へのニーズ・利用用途に応じた更なる合流式
下水道の対策強化が求められている

着色部：首都高の地下事業区間



合流式下水道緊急改善事業後の課題

改善目標

〇合流式下水道から排出される放流水の技術上の基準への適合

雨水の影響が大きい時の
各吐口のBOD平均水質
40mg/L（分流並み）

全国一律の放流水質基準の達成（処理区毎）

１ 汚濁負荷量の削減

２ 公衆衛生上の安全確保

評価指標

下水放流水の水質検査：年1回

（総雨量が10mm～30mmの範囲の降雨）

合流式下水道緊急改善事業（～令和５年度末）

長期的な改善対策のあり方（参考）

改善目標

長期的改善目標としては、未処理放流等を極力抑制

・汚濁負荷量の削減 ・分流化

・簡易放流水の処理レベルの向上等

・ノンポイント汚濁負荷対策の推進

（参考）「長期的な改善対策あり方:未処理放流水等の極力抑制
に向けた対応への課題

・人口減少、少子高齢化の進行による汚水量の減（放流される汚濁負荷量は減）
・雨天時汚水量や貯留水処理による維持管理費や温室効果ガス排出量の増
・気候変動等による浸水対策の推進が必要
・さらなる改善対策には、相当な事業費・事業期間が必要 等
・全国一律での更なる未処理放流対策の推進は、下水道経営へ大きな負担

〇平成14年3月 合流式下水道改善対策検討委員会報告

〇合流式下水道緊急改善事業後の課題

水域の特性と水環境へのニーズ・利用用途に応じた対策強化が必要

・感潮河川や平常時の河川流量が少ない水域では、未処理放流水による局所
的な水質悪化が生じやすい特性

・局所的な水質悪化が生じている区間では、上流域からの汚濁負荷等の流入
による影響もあることから、水環境へのニーズ・利用用途に応じて、水域
全体での対策強化が必要

・地域の水環境へのニーズの変化や公共性の高まりに併せて、下水道事業と
して更なる水環境への貢献が必要

多様な主体との連携が必要

・水域の水質悪化の要因は、合流式下水道による未処理放流水に加え、潮位
の影響、河床の構造、堆積物等、様々な要因が影響していることから、下
水道対策に加え、河川対策や地域住民と協力した取組等、総合的な対策が
必要

・水環境へのニーズ・利用用途は個々の水域で多様化しており、下水道管理
者は、地域の多様な主体で構成される協議会等を通じて、水環境へのニー
ズを的確に把握することが必要

水域のニーズに応じたわかりやすい評価指標が必要

・雨天時放流水質基準は、下水道を対象とした評価指標であるため、水域へ
及ぼす影響や施設整備の効果を示すものではないことから、臭気、透視度
や生物多様性等の水域のニーズに応じたわかりやすい評価指標が必要

排水施設の構造の技術上の基準の完了

３ きょう雑物の削減

※下水道管理者による一定の合流式下水道の改善対策は完了
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4. 今後の合流式下水道の施策のあり方



（３）水域の目標に応じた対策の推進 ： ～「全国一律」から「水域の目標」へ～

（１）多様な主体との連携 ： ～「下水道の単独」から「多様な主体との連携」へ～

（２）水域のニーズに応じたわかりやすい評価指標と目標の設定 ： ～「下水道の放流水質」から「放流先の水環境」へ～

・下水道管理者は、多様な主体と連携し、水域のニーズに応じたわかりやすい評価指標と具体的な目標の設定を検討する

・下水道管理者は、水環境のニーズを的確に把握するとともに、多様な主体と連携した対策を推進する

・下水道管理者は、雨天時放流水質基準を遵守した上で、水域の目標に応じて、合流式下水道の対策等を強化し、地域のニーズに
即した水環境の創出に貢献していく

（
基
本
的
な
考
え
方
）

今
後
の
合
流
式
下
水
道
の
施
策
の
あ
り
方

今後の合流式下水道の施策のあり方（基本的な考え方）

〇 下水道管理者は、以下の３つの観点から、水域の特性と水環境のニーズ・利用用途に応じて、合流式下水道の対策等を
強化し、地域のニーズに即した水環境の創出に貢献していく
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グリーンインフラ(雨水貯留浸透施設)

貯留管

水域の特性と水環境へのニーズ・利用用途に応じた対策強化（令和６年度～） 施策の進め方（イメージ）

（１）多様な主体との連携

（２）水域のニーズに応じたわかりやすい評価指標
と目標の設定

（３）水域の目標に応じた対策の推進

環境部局

河川部局地域住民
・団体

・清掃活動
・水辺や水生

生物の調査
等

・河床の整正
・堆積物等の浚渫
・浄化設備の設置
等

・雨天後の河川の
モニタリング
調査等

市民・企業

関連部局

（行政）

この河川の目標像
はこうしよう！！ 夏場の臭気を

なんとかしたい
のだが・・・

簡易処理の高度化化施設

消毒技術の導入



【多様な主体との連携事例：東京都】目黒川における水質浄化対策検討会

検
討
会
の
目
的

１．検討会の目的及び設置
◎ 目黒川における悪臭や白濁化を減少させるため、水質浄化対策について関係機関が連携して
総合的に検討を行い、もって目黒川の水質浄化を推進させるため、目黒区が事務局となり、
本対策検討会を設置

２．所掌事項
① 目黒川について流域を含む総合的な水質浄化対策の計画及び実施に関すること
② 総合的な水質改善対策の役割分担に関すること

検
討
会
の
設
置
ま
で

H21年度～H30年度（取組開始） H29年度～H30年度（評価委員会の設置） R元年度～（検討会の設置）

○目黒川の水質改善に向けた調査・研究を
開始

取組①：高濃度酸素溶解水を用いた浄化
実験（H21年度 ～ H23年度）
⇒目黒区・品川区の連携で実施

取組②：底質改善材を用いた実験（H28年
度 ～ H30年度）
⇒目黒区が実施

○目黒区が事務局となり、これまでの実験結
果を総合的に評価するため、H29年度に目
黒川水質浄化対策評価委員会を設置

○目黒川の水質改善は多様な主体との連携
が必要になることから、評価委員会は、
東京都（環境局・建設局）、品川区、世
田谷区、目黒区により構成

○今後の短期的な対策として「高濃度酸素
溶解水供給」を最善策と評価した。また、
河川対策や下水道対策を踏まえた水質浄
化の中長期的な計画を作成することが望
ましいとした。

目
黒
区

世
田
谷
区

・

品
川
区・

東
京
都

連携

○これまでの評価結果に基づき、水質浄化
を具体的に進めるため、「目黒川水質浄
化対策検討会」を設置（評価委員会のメ
ンバーに加えて下水道局も参加）
⇒令和2年度に目黒川水質浄化対策計画を
作成

○計画作成にあたっては、これまで蓄積し
たモニタリング結果を踏まえ、シミュ
レーションによる効果検証の取組も実施

○検討会を毎年開催し、モニタリング結果
（臭気・スカム・白濁化）や各取組状況
等を報告し、計画した取組を着実に推進

検
討
会
の
役
割
分
担

その他流域対策河川内対策

・水環境モニタリング
・情報発信
・対策の評価及び見直し
・美化運動 など

・下水道事業の推進
（初期越流水貯留施設の整備）
（部分分流化の推進）

・雨水浸透の拡大 など

・河床整正及び浚渫
・高濃度酸素溶解水施設の整備

など

対
策

・環境局、建設局、下水道局
地元区、住民

・下水道局、地元区・建設局、地元区
担
当



【多様な主体との連携事例：東京都】目黒川における水質浄化対策検討会

目
標
設
定
（
考
え
方
）

対
策
効
果
の
検
証

１ 水質改善の短期・中期・長期目標

◎ 目黒川の水質改善を進めていくため、「悪臭」「スカム」「白濁化」を対象に水質改善の目標を設定
◎ 「短期目標（概ね5年後・悪臭が軽減された目黒川）」、「中期目標（概ね10年後・悪臭、白濁化及びスカムが大幅に軽減された目黒
川）」、「長期目標（将来的な達成・川辺で憩える親しみのある目黒川）」を目指す

白濁化スカム悪臭（硫化水素）

白濁化レベル（目黒区独自指標）スカムが水面を占める面積割合大気中の硫化水素濃度評価項目

（短期) 設定なし
（中期・長期) レベル１以下（表層硫
黄濃度0.25mg/L以下）

（短期) 設定なし
（中期・長期）１％以下

(短期）0.2ppm以下 … 達成率50%※

(中期）0.2ppm以下 … 達成率100%
(長期) 0.06ppm以下 … 達成率100%

目標値

目黒区の調査結果に基づき設定目黒区が他河川の取組を参考に設定悪臭防止法を参考に設定根拠

※達成率＝（目標を超過した日数（現況）ー目標値を超過した（対策後））÷目標値を超過した日数（現況）

２ 参考（スカムと白濁化の判定基準）

写
真
①

ス
カ
ム
の
判
定
基
準
例

（
ス
カ
ム
１
％
程
度
）

写
真
②

白
濁
化
の
判
定
基
準
例

（
白
濁
化
レ
ベ
ル
）

○平成30年度から、目黒区により目黒川のモニタリングを実施
(対象）①臭気 ②スカム ③白濁化 等
(期間）４月～１０月（連続観測） … 水質が悪化する時期

○モニタリング継続して実施し、定期的に対策効果の評価・対
策内容の再検討を行い、効率的に水質浄化対策を進めながら
将来的な長期目標の達成を目指す

スカムが水面に占
める割合1％程度

タラップに設置

拡大

硫化水素計
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◎ モニタリング調査の実施



【地元区と連携した取組事例：東京都】呑川における水質浄化対策研究会

合流改善貯留施設整備事業高濃度酸素水浄化施設浚渫作業

降雨初期の特に汚れた下水を貯留する施設
の整備を令和2年度から着手

水質悪化の一因となっている川底付近の
酸素不足解消を目的として令和3年度から
稼働

悪臭の原因の一部となっている護岸（犬走
り）の堆積汚泥について、６～８月に回収作
業を実施

• 呑川は世田谷区新町地先に源を発し、世田谷区・目黒区・大田区を

流れて東京湾に注ぐ、延長14.4kmの二級河川

• 下水道整備が進んだことから、近年では「生活環境の保全に関する

環境基準（河川）」のD類型を達成

• 一方で、感潮区間における水の滞留により、水質悪化やスカムによ

る悪臭の発生が問題となっており、平成25年度から「呑川水質浄化

対策研究会」を設置

※呑川における下水道の雨水吐口は23箇所

現
状

スカムの状況①
（R1.6.25 双流橋下流）

スカムの状況②
（R3.7.12 御成橋上流）

地
元
区
の
取
組

東京都城南五区下水道・河川連絡協議会呑川水質浄化対策研究会

• 城南五区における合流式下水道の改善や河川環境の整
備等により、住民の生活環境の向上・改善を図ることを
目的とした協議会

• 毎年都に対し、水質浄化の早期実施などの要望活動を
実施

• 呑川の水質改善を推進するため、大田区（事務局）及び都（環境
局、建設局、下水道局）、関係区（世田谷区、目黒区）で構成

• 検討会において、河川対策・下水道対策・流域対策などの総合的な
水質浄化対策を検討

• 毎年検討会を実施し、各年度の取組内容について関係部局が報告
（取組内容は大田区HPに掲載）

水
質
改
善
の
主
な
取
組

高濃度酸素水浄化施設汚泥改修作業状況

【呑川中流部合流改善貯留施設】
降雨初期の特に汚れた下水を
貯留する貯留管の整備を令和2
年度から開始

貯留容量（予定）：約38,000m3
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【多様な主体との連携事例：名古屋市】堀川・新堀川における水質改善の必要性

合流式下水道緊急改善事業以降における水質改善の必要性（目黒川）堀川・新堀川流域におけるこれまでの取組

【下水道対策】

・雨水滞水池の整備
（計114,000㎥）

・簡易処理高度化の導入

・ろ過施設の導入

・ごみの流出抑制対策を実施

【河川等対策】
・ヘドロの浚渫を順次実施 ・ＤＯ補給施設の設置
・順流区間に瀬淵を設置 ・河道内に水生植生帯を創出
・他河川からの導水 ・浅層地下水の導水 など

堀川右岸雨水滞水池

ＤＯ補給施設

順流区間 親水護岸

＜市民団体の例＞
◇堀川１０００人調査隊：53,722名の登録（令和4年10月15日時点）

・市の堀川浄化施策の効果を検証するため、水の臭い、見た目の変化等を市民の視点で調査
・最近は新堀川における調査も実施

・河川、下水などによる水質改善対策の実施

・H11年頃から堀川の再生を目指す市民運動が活発となり、様々な活動が展開

・H22年「一級河川庄内川水系堀川圏域河川整備計画」において、水質改善目標を設定

◇堀川総合整備構想（H1.3）

・「水辺環境の改善による都市魅力の向上」が基本方針の1つ

・堀川および沿岸市街地において本市が実施主体となる施策・事業の基本的方向を示すもの

◇新堀川浄化方針（R3.3）

・市関係局が連携し、様々な水質浄化策について浄化効果等を検証し、有識者のご意見を踏まえ
ながら、新堀川の浄化方針をとりまとめ

・関係部局：緑政土木局河川計画課、環境局地域環境対策課、上下水道局下水道計画課

ヘドロ浚渫
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分流化による対策強化【滝川市・恵庭市】

滝川市合流区域の状況
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〇JR滝川駅の周辺：合流区域113.7ha （全体区域1,406ha）

〇放流先：石狩川

①毎年７月に「Eボート川下り」が行われるなど、多くの市民が水辺利用

②たきかわスカイパークが整備されており、親水空間として利用

分流化の必要性

・夏場に大腸菌群数が水質環境基準値（3000個/㎝3）を毎年超過

・地元市民から、未処理下水を起因とした臭気対策への要望

・（流域下水道からの費用負担の軽減）

→ 親水空間の公衆衛生上の課題を解消するため、緊急合流改善事業以降、

分流化に着手（整備率84.1％：R4年度値）

：未処理下水からの臭気、河川の景観・衛生面の問題

・BOD濃度：4.94mg/L（R4年度実測値）

恵庭市合流区域の状況

〇JR恵庭駅の周辺：合流区域103.4ha （全体区域1,887ha）

〇放流先：漁川（いざりがわ）

「恵庭かわまちづくり」：良好な水辺空間の創造による観光地の魅力や居住環境の向上

分流化の必要性

• 短時間降雨増による未処理下水の放流先水域への影響

• 合流管内にたまった汚水から発生する臭気対応の必要性

• 下水処理場への流入水量減少に伴う

処理場の負荷軽減やダウンサイジング

(一部系列の廃止)

→ 未処理下水の影響の解消や経済性を考慮し、

緊急合流改善事業後、分流化に着手（整備率74.2％：R4年度値）

：放流先水域の環境、未処理下水からの臭気、経済性

・既設合流管は雨水管として利用し、汚水管を新設

・民地側の排水設備改造(分流)についても実施

・BOD濃度：8.1mg/L（R4年度実測値）

※雨水吐未改造(R7改造予定)のためBOD改善

効果は限定的

雨水吐

雨水吐

合流区域

B
O
D
(
mg

/
L)

・既設合流管は雨水管として利用し、汚水管を新設

・公共桝の接続替えを実施 61


